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ビジネスを順調に続けるのは難しい！ことを実感す

る日々が続いている。2011年の JIS K0170“流れ分

析による水質試験方法”の制定，2013年のJIS K0102

“工場排水試験方法”改正，及び 2014年 3月の環境

省告示法への流れ分析の個別規格化という一連の JIS

化・公定法化の動きは，FIAビジネスには確実に追い

風としなければならないところであるが，我々メーカ

ーはその勢いに乗りきれていないのが現状である。

FIAの場合，オンライン蒸留器がないことで，現場サ

イドの要望の最も強いシアン，フッ素の自動分析にか

なう方法を提供できないという技術的に不利な点はあ

るものの，そのことが原因の全てではないはずである。

この点を追求して対策を早急に講じたいところである

が，答えをなかなか見いだせないでいた。 

ほぼ同時期に，JIS に通則が制定されたイオンクロ

マト（IC）と比較してみると，ICはFIAより格段に

市場普及率は高い。もちろんJIS K0102への個別採用

は IC の方がはるかに早かったことも理由の一つと考

えられるが，いったい ICを取り巻く環境とFIAの環

境の何が，どこで，どう違ってきたのだろうか？一つ

の視点ではあるが，互いの情報を共有しうる研究懇談

会の会員の職種の内訳をみると，いわゆる「ユーザー

層」の割合に大きな差があることがわかる。我がFIA

研究懇談会会員にはユーザー層に相当する人の割合が

かなり少ないことに気付く。ここで言う「ユーザー」

とは，アプリケーションの発信などを担うべき公共研

究機関の研究員や，実際の現場で分析に従事する人の

ことを想定している。IC研究懇談会では，約半数がこ

のユーザー層に属して，「研究－現場」間で情報共有が

できる下地が整っているとみることができる。 

 近年，我が国のほとんどの国公立の大学においては，

産学連携や産学官連携を主たる目的とする機関がどん

どん創設されている。「産」と「学」が連携して研究開

発を推進し，その成果は，官も加わり広く社会全体で

受益される仕組みを構築しようとするものである。し

かしながら，成果の社会への還元，さらに地域イノベ

ーションの創出まで考えると産学官の連携だけではお

そらく不十分であり，ここに「民」を加えた「産学官

民」の強固な連携システムがどうしても必要となる。 

 この連携システムを FIAの世界に置き換えてみる。

産＝メーカー，学・官＝大学・公共研究機関，民＝ユ

ーザーと考えたときに，これまで，そして現在まで十

分な連携が取れてきただろうか？ FIA 研究懇談会会

員の職種の内訳構成のアンバランスさは今さらながら

気になるところであるので，個人的には，遅ればせな

がらでもユーザー層の会員拡充に努めなければならな

いと思っている。一方，FIAユーザーは何も研究懇談

会会員に限ったものではない。産学の発信する“これ

ぞ”という情報が広くユーザー層に響かない原因と対

策も考えなければならない。とかく連携というと，組

織としての連携を優先するあまり実行力，即効力のあ

る連携になり得ていないケースが多い。ここはやはり

属人的で有機的な連携の強化が必要ではないだろうか。

その意味では，第 31巻 1号の巻頭言で手嶋先生が提

唱された“FIA愛好家”を増やすための方策を実行す

るべきであろう。本年 9月 3日（木）JAIMAセミナ

ー－流れ分析編（幕張で開催）で，セミナーとしては

初めて FIA ユーザーの方が“分析現場から見た FIA

今昔物語”というタイトルで講演を引き受けてくれた。

多くのユーザーとなり得る人達が聴講され，FIA愛好

家が増殖することを期待したい。そのことが将来に向

けて，FIAに吹く追い風を追い風として，それぞれの

立場で共有できることにつながるのではないだろうか。 

 FIAにおける産学官民連携＝メーカー・大学・公共

研究機関・ユーザー連携の再構築と連携の絆の成長を

強く進めていきたいものである。 

 


